
１．職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の離職状況（平成２８年度）

（２）部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）
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（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

２．職員の人事評価の状況　（平成２７年度においては、従前の勤務評定により実施）
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評定方法
自己評価、評価者による評定を行いました。この結果は、配置
転換等の参考にするとともに、人材育成に取り組みます。
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和気町人事行政の運営等の状況の公表について
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３．職員の給与の状況

 (１) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。

      ２　給与費は当初予算に計上された額である。

 （３） 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成２８年４月１日現在）
　　　　

歳 円 円 歳 円 円

 （４） 職員の初任給の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円

円 円

円

 （５） 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２８年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

４．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
 (１) 勤務時間の状況（平成２８年４月１日現在）

５．職員の分限及び懲戒処分の状況（平成28年度）
 (１) 分限処分者数

 (２) 懲戒処分者数

６．職員の服務の状況
職員に対して以下の通知を行い服務に関する意識の向上を図った。
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高　校　卒 272,000 264,800 240,800 251,400

免職 停職 減給

332,500 386,600 401,600

高　校　卒 212,900 311,900 343,900 399,800

１０年以上～１５年未満 ２０年以上～２５年未満 ２５年以上～３０年未満

H28.6.15

H28.11.18

夏季休暇の計画的使用の促進について（通知）

職員の綱紀粛正について

一般行政職
大　学　卒 263,600

174,200

高　校　卒 144,600 142,100

高　校　卒 142,000 －

49.3 2,304 2,490

区　　　　　分 和　気　町 国

41.8 2,966 3,384

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職 技能労務職

期末・勤勉手当

186,359

千円　　　　　千円

　　　　　　Ｂ

　　計　　Ｂ

　　　　　千円

千円

533,714

千円

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

一般行政職
大　学　卒 176,700

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

622,67527年度

平成 　　　　　　　千円

実 質 収 支
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　　　　　　％

Ｂ／Ａ

人 件 費 率

1,245,516

人　

14,806

　　　　　千円

人 件 費

給与費 B/A

（参考）一人当たり

３８時間４５分 ７時間４５分 8時30分 17時15分 ６０分

住民基本台帳人口

　　　　　（28年1月1日）

8,313,297

給　 料 職員手当

区　　分

27年度

千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費職員数

人

　　　　　　Ａ

平成

161 69,170 789,243 4,902

３０年以上～３５年未満

経　　験　　年　　数

技能労務職

技能労務職

通知・通達日

H28.5.13

通　　　知　　　名

地方公務員の服務規律の確保について（通達）

区　　　　分
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７．職員の退職管理の状況
（１）定年退職者の再就職の状況（平成２８年度）

８．職員の研修の状況
（１）岡山県市町村職員研修センター主催研修

（２）独自研修

（３）その他機関主催研修

９．職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）福利厚生制度及び共済制度の状況

（２）公務災害補償制度の状況

　岡山県市町村総合事務組合又は岡山県教育職員相互組合（福利厚生事業等）、岡山県市町村職員共済組合又は公立学校
共済組合岡山支部（共済給付事業等）へ加入し、文化・健康・体育・レクリエーション事業などの各種福利厚生事業や職員の
病気・婚姻・出産・死亡時等の共済給付事業等を実施しています。必要な費用は職員の掛金と地方公共団体の負担金によって
まかなわれています。
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住民税課税事務研修

セミナー

職能別研修

2

受講者数

階層研修

7

3

5

5
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一般職員初級（３年目）研修

2

1新規採用保育士研修

研修内容

新規採用職員研修（前期）

新規採用職員研修（中期）

新規採用職員研修（後期）

三者交流同和教育研修

32

短期給付事業

健　康　管　理

福　利　事　業

長　期　事　業

研　　　　　　修

区　　　分 主　　な　　内　　容

基本健康診断

球技大会等の開催及び文化体育振興事業への補助

弔慰金等の給付、人間ドック女性、貸付事業

病気・けが・出産・死亡・休業・災害に関しての必要な給付

退職・障害・死亡に対して年金又は一時金の給付

健康セミナー等

補償の種類

福祉事業の種類

療養補償、休業補償、傷病補償年金、障害補償など

外科後処置、補償具支給、リハビリ、奨学援護金など

　公務災害補償とは、常勤職員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生じた損害を補償し、
必要な福祉事業を行い、職員及びその遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与することを目的とする制度です。補償内容は次のとお
りです。

女性職員の活躍推進研修

制度の概要確認、取扱いについて

職員の意識向上や環境の見直し

受講者数

保育の質を向上させるための園のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

研修担当者スキルアップ研修

地方創生セミナー

研修内容

行政不服審査制度に関する研修

10

研修名

暴力追放運動推進センター

研修内容

行政対象暴力責任者講習会

人権啓発研修
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